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事業評価監視委員会 道路事業 位置図
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：再評価

①事業採択後、5年以上経過した時点で未着工

②事業採択後、10年以上を経過した時点で継続中の事業

③準備・計画段階で5年間が経過している事業

④再評価実施後、5年間が経過している事業

国道18号
野尻ＩＣ関連（野尻バイパス） ④



１．事業の目的と計画の概要１．事業の目的と計画の概要
（1）目的

・国道18号の冬期における安全かつ円滑
な交通流の確保
・国道18号の交通混雑の緩和

（2）計画の概要

標準断面図 単位：ｍ
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3,200～10,300台／日：計画交通量

約250億円：事 業 費

平成元年度：事 業 化

２車線：車 線 数

60km/h：設 計 速 度

第３種第２級：道 路 規 格

17.0m：幅 員

8.7km：計 画 延 長

ながの かみみのち しなのまち ふるま

自）長野県上水内郡信濃町古間
ながの かみみのち しなのまち のじり

至）長野県上水内郡信濃町野尻

：区 間

【現況断面図】 【計画断面図】



「野尻ＩＣ関連（野尻バイパス）」の事業経緯

２．事業進捗の状況２．事業進捗の状況
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年度
年度
年度
年度
年度
年度
年10月
年度
年度
年度
年度
年度

21
15
13
12
11
10
9
6
5
2
元
60

用地買収着手（1工区：線形改良区間）●平成
バイパス部（野尻トンネル含む）Ｌ＝1.4ｋｍ供用●平成
現道拡幅区間Ｌ＝0.4ｋｍ供用●平成
現道拡幅区間Ｌ＝0.4ｋｍ供用●平成
橋梁下部及び野尻トンネル工事着手、現道拡幅区間Ｌ＝0.3ｋｍ供用●平成
野尻地区現道拡幅区間工事着手●平成
信濃町Ｉ．Ｃ関連Ｌ＝0.8ｋｍ供用●平成
埋蔵文化財調査、工事着手●平成
用地買収着手（2工区：ＩＣ関連）●平成
都市計画決定（野尻上ノ原～古間Ｌ＝6.2ｋｍ）●平成
事業着手（現道拡幅を含むバイパス事業Ｌ＝8.7ｋｍ）●平成
都市計画決定（野尻～野尻上ノ原Ｌ＝2.5ｋｍ）●昭和



1年
365日

図 豪雪地帯の指定状況

信濃町
(特別豪雪地帯)

新潟県新潟県

日本海日本海

長野県長野県

山梨県山梨県

・信濃町は、特別豪雪地帯※に指定されているが、国道18号の当該区間は幅員が狭く堆雪幅が未確保。

・当該区間は、急勾配区間が連続（最大縦断勾配：6.3％）。特に冬期は大型車の登坂不能車が発生するなど
円滑な通行が阻害。

（1）冬期の交通障害①

３．事業の必要性に関する視点３．事業の必要性に関する視点
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信濃町は特別豪雪地帯に指定

堆雪幅が未確保である国道18号

急勾配区間は冬期の円滑な通行を阻害
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図 国道18号現道の道路構造
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写真 積雪のなか走行
する大型車（上町地区）
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図 年間積雪日数(H16～20平均）

年間で3.7日に1回降雪

資料：気象庁統計情報

雪の降る日雪の降る日
100100日日

図 国道18号の無雪期と積雪期状況

群馬群馬県県

※特別豪雪地帯とは、豪雪地帯のうち積雪の度が特に高く、かつ積雪により長期間自動車の交通が途絶する等により住民の生活に著しい支障を生ずる地域等

6%6%前後の急勾配区間では前後の急勾配区間では
冬期に大型車の登坂不能車が発生冬期に大型車の登坂不能車が発生



・国道18号の当該区間は、冬期の旅行速度の低下が著しく、交通の円滑性が損なわれている。

・当該区間は、通学路の約4割で歩道が未設置。特に冬期は、行き場を失った積雪が歩行空間を覆い、歩行者
は車道の通行を強いられ、地元からも安全性向上に対する要望が強い。

（２）冬期の交通障害②

３．事業の必要性に関する視点３．事業の必要性に関する視点
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積雪のため冬期の歩行空間はさらに危険

堆雪した雪により車道を歩かざ
るを得ないため、積雪時は歩行
者に危険が発生。

堆雪した雪により車道を歩かざ
るを得ないため、積雪時は歩行
者に危険が発生。

降雪日は、無雪日に比べ旅行速度が最大20km/h減

写真 積雪時の歩行状況

【【通常時通常時】】

【【積雪時積雪時】】

積雪時は車道を
通行し、さらに危険

路肩を通行
する歩行者

図 国道18号における冬期の旅行速度の減少量

資料：H17.10プローブ調査結果、H18.1プローブ調査結果（いずれも下り方向15時台のデータ）

※当該区間の中で冬期プローブ調査実施区間のみ対象とした。

図 通常時と積雪時の歩行空間
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整備済区間は
冬期の減少量が少

0.0

-5.0

-10.0

-15.0

-20.0

未整備区間
（住居系地域）は、
最大20kmの速度減

写真 整備済区間における通学路
の状況（幅員2m以上）

商業系地域
住居系地域
工業系地域
通学路

写真 未整備区間における通学路
の状況（歩道未設置区間）

通学路の約4割が歩道なし（幅員2m未満は約7割）
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上
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野尻 IC関連(野尻バイパス)再評価対象区間 L=8.7km 

整備済 L=3.3km 未整備 未整備

信濃町IC

信濃町

長野県 

新潟県

 

 

野尻湖

その他4件
8%左折2件

4%

右折4件
8%

正面衝突7件
14%

出会い頭7件
14%

追突27件
53%

国道１８号現道の死傷事故率
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図 国道１８号の死傷事故率

３．事業の必要性に関する視点３．事業の必要性に関する視点
（３）交通事故

・未整備区間は、事故率が300件/億台キロを超える区間が点在。事故の内訳は、追突や出会い頭など、沿道
利用の内々交通と通過交通の混在を要因とする事故が多い。

・特別豪雪地帯である当該地域であるが、整備済区間は冬期の事故が大幅に減少。

出典：H16～H19事故統合データベース

出典：H16～H19事故統合データベース

図 未整備区間の死傷事故の内訳

追突や出会い頭な
どの事故が多い
（約7割）

出典：事故統合データベース（冬期：12～2月）

図 冬期の死傷事故件数の変化
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整備済区間は
冬期の事故が大幅減

H15.7部分供用
(堆雪幅確保等)

国道１８号現道の冬期の事故件数の変化

死傷事故率
[件/億台キロ]

300 以上
300 未満
100 未満

県平均：
43.2件/億台キロ

野尻BP未整備
区間の平均値
66.1件/億台キロ



・国道18号の当該区間に並行する上信越道の区間は、過去4ヵ年で計66回の通行止めが発生している。

・妙高高原IC～信濃町IC間は「雪」及び「事故」による通行止めが各27％、信濃町IC ～豊田飯山IC間は「事故」
による通行止めが42％を占める。

・通行止め時は周辺に迂回路はなく、代替路は野尻IC関連(野尻ﾊﾞｲﾊﾟｽ)の国道18号だけである。

３．事業の必要性に関する視点３．事業の必要性に関する視点
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図 上信越道通行止め内訳
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黒姫野尻湖PA

至 豊田飯山IC

図 上信越自動車道の通行止め回数

出典：NEXCO東日本通行止め実績（H17～H20）

上信越自動車道の通行止め履歴

（４）上信越自動車道の代替路

・野尻ＩＣ関連（野尻バイパス）は、上信越道の通行止めの際に代替路として機能
する効果も期待される。

出典：NEXCO東日本通行止め実績（H17～H20）

妙高高原IC～信濃町IC区間
通行止め 合計15回/4カ年 信濃町IC ～豊田飯山IC区間

通行止め 合計51回/4ヵ年
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４．費用対効果４．費用対効果

■計算条件

・基準年次 ：平成21年度
・供用開始年次 ：平成31年度
・分析対象期間 ：供用後50年間
・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点：平成42年度
・計画交通量 ：３,２００～１０,３００（台/日）
・事業費 ：２５０億円

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

■総便益（Ｂ）

■総費用（Ｃ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれ
について推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

【参考：前回評価(H16)】
平成16年度
平成24年度
供用後40年間
平成11年度道路交通ｾﾝｻｽ
平成42年度
６,６００～１３,３００（台／日）
２５０億円



注1）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
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基準年：平成2１年度

17億円

維持管理費

277億円259億円
１．３

総費用事業費
費用費用((ＣＣ))

348億円13億円67億円267億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故

減少便益

走行経費

減少便益

走行時間

短縮便益便益便益((ＢＢ))

11億円

維持管理費

105億円94億円

１．４総費用事業費
費用費用((ＣＣ))

148億円2億円23億円124億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故

減少便益

走行経費

減少便益

走行時間

短縮便益便益便益((ＢＢ))

４．費用対効果４．費用対効果

■事業全体

■残事業
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17億円

維持管理費

201億円184億円
１．７

総費用事業費

費用費用((ＣＣ))

348億円13億円67億円267億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故

減少便益

走行経費

減少便益

走行時間

短縮便益
便益便益((ＢＢ))

４．費用対効果- 「積雪地域でない場合」-４．費用対効果- 「積雪地域でない場合」-

■事業全体

注1）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注2）費用及び便益額は整数止めとする。
注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

■算定条件

○「積雪地域でない場合」は、現計画断面を下記の構
造に変更
・側帯：2.0ｍ→0.5ｍ（堆雪幅を考慮せず）
・歩道幅員：3.0ｍ→2.0ｍ
※全幅：17.0ｍ→12.0ｍ（71％）

○事業費は、通常の全体事業費に全幅の減少率
（71％）を掛けて算出（年度毎の事業費に減少率を掛
ける）
○その他の条件は通常B/Cと同様
・維持管理費の雪寒費は計上（積寒地指定は考慮）

現
計
画
断
面計

画
断
面
図

で
な
い
場
合

積
雪
地
域



11

IC関連、バイパス部など

Ｌ＝3.3kmが部分供用

H9

段
階
的
に
部
分
供
用

…H6

工
事
に
着
手

H5

用
地
取
得
に
着
手

H15…

工事

用地

年度
H22
～

H21……H1

用
地
促
進

事
業
化

５．事業進捗の見込みの視点５．事業進捗の見込みの視点

・野尻ＩＣ関連（野尻バイパス）の用地取得率は約５１％。

・長野県の都市計画区域マスタープランにおいて主要幹線道路に位置付け。

・野尻バイパス促進期成同盟会による事業促進に向けた要望活動の実施（H21.8）。

・起点側の急カーブ、急勾配が存在する優先度が高いL＝1.0ｋｍ区間の線形改良の事業を推進。

■暫定供用・未供用区間に係る工程表
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６．今後の対応方針（原案）６．今後の対応方針（原案）

（1）事業の必要性等に関する視点

（2）事業進捗の見込みの視点

（3）対応方針（原案）

・信濃町は、特別豪雪地帯に指定されているが、国道18号の当該区間は幅員が狭く堆雪幅が未確保。

・当該区間は急勾配区間が連続（最大縦断勾配：6.3％）。特に冬期は大型車の登坂不能車が発生。

・冬期は、歩行者が車道の通行を強いられ、安全性が損なわれている。

・野尻IC関連(野尻ﾊﾞｲﾊﾟｽ)に並行する上信越道の区間は、過去4ヵ年で計66回の通行止めが発生。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は１．３。

・野尻ＩＣ関連（野尻バイパス）の用地取得率は約51％。

・長野県の都市計画区域マスタープランにおいて主要幹線道路に位置付け。

・野尻バイパス促進期成同盟会による事業促進に向けた要望活動の実施（H21.8）。

・起点側の急カーブ、急勾配が存在する優先度が高いL＝1.0ｋｍ区間の線形改良の事業を推進。

事業継続

・事業の必要性は高く、早期の効果発現を図ることが適切である。



コスト縮減の対象区間
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７．コスト縮減の検討７．コスト縮減の検討

・バイパス区間の縦断線形の見直しにより、盛土量をおおよそ44.3万m3から33.6万m3に削減（約10.7万 m3 減）｡

・盛土量の削減により、事業コストを２.１億円縮減。

縦断線形の見直し

断面図（盛土量）の見直し

図 野尻IC関連（野尻バイパス）の縦断図

コスト縮減対象区間（バイパス区間）

コスト縮減対象区間
（バイパス区間）

図 野尻IC関連（野尻バイパス）の断面図

：現況
：変更前
：変更後

約10.7万m3削減

：現況
：変更前
：変更後

〔見直し概要〕

・JR信越本線をコントロールポイントとして縦断線形を見直し、
盛土量（購入土）を削減

JR信越本線

H9供用
現道
拡幅区間


